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第24期決算公告 

2026年 6月 29日 

東京都品川区東五反田二丁目１８番１号 

株式会社日本総合研究所 

代表取締役社長 内川 淳 

１． 貸借対照表 

 

（単位：千円）

56,669,454 73,605,516

10,579,034 30,190,608

38,086,859 17,600,000

111,831 1,684,579

1,370 3,534,438

752 1,058,970

245,672 473,504

267,277 534,295

230,991 8,291,660

6,903,279 938,755

42,965 8,782,813

115,597 96,067

7,902 89,104

51,838 330,719

24,082

105,156,672 20,862,951

39,339,143 4,178,195

28,011,012 162,174

9,849,903 2,092,874

1,352,171 14,381,756

126,055 47,950

37,046,910

31,415,533

5,591,322 　　　　負   債   合   計 94,468,467

40,054

64,761,909

10,000,000

28,770,618 10,000,000

4,958,089 10,000,000

6,181,170 44,761,909

7,354,028 44,761,909

3,108,886 44,761,909

7,152,164 2,595,750

56,280 2,595,750

△40,000  　　純　資　産　合　計 67,357,659

161,826,127 161,826,127資  産  合  計 負 債 ・純資産 合 計

関 係 会 社 株 式 利 益 剰 余 金

長 期 前 払 費 用 そ の 他 利 益 剰 余 金

敷 金 繰 越 利 益 剰 余 金

繰 延 税 金 資 産 評 価 ・ 換 算 差 額 等

そ の 他 の 投 資 等 その他有価証券評価差額金

貸 倒 引 当 金

資 本 金

投 資 そ の 他 の 資 産 資 本 剰 余 金

投 資 有 価 証 券 資 本 準 備 金

株 主 資 本

什 器 備 品 退 職 給 付 引 当 金

建 設 仮 勘 定 役 員 退 職 慰 労 引 当 金

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

ソ フ ト ウ ェ ア 仮 勘 定

そ の 他 の 無 形 固 定 資 産 （ 純 資 産 の 部 ）

有 形 固 定 資 産 リ ー ス 債 務

建 物 長 期 預 り 金

機 械 装 置 資 産 除 去 債 務

短 期 敷 金 そ の 他 の 流 動 負 債

そ の 他 の 流 動 資 産

固 定 資 産 固 定 負 債

関 係 会 社 未 収 入 金 賞 与 引 当 金

未 収 入 金 役 員 賞 与 引 当 金

未 収 還 付 法 人 税 等 資 産 除 去 債 務

貯 蔵 品 未 払 消 費 税 等

前 渡 金 契 約 負 債

前 払 費 用 預 り 金

商 品 未 払 費 用

仕 掛 品 未 払 法 人 税 等

売 掛 金 短 期 借 入 金

契 約 資 産 リ ー ス 債 務

有 価 証 券 未 払 金

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

流 動 資 産 流 動 負 債

現 金 及 び 預 金 買 掛 金

貸 借 対 照 表

2026年3月31日現在

科　　　　目 金　　額 科　　　　目 金　　額
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２． 損益計算書

 

（単位：千円）

329,247,324 329,247,324

313,784,827 313,784,827

15,462,496

　　販売費及び一般管理費 14,256,668 14,256,668

1,205,828

 　 営 業 外 収 益

2,047,530

2,053

13,580

342,825

8,787 2,414,777

 　 営 業 外 費 用

362,145

4,069 366,215

3,254,390

  　特  別  利  益

3,542

6,642,852 6,646,395

9,900,785

603,897

△ 305,330 298,566

9,602,219

受 取 保 険 金 等

損  益  計  算  書

  自  2025年  4月  1日

  至  2026年  3月 31日

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

営 業 利 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金

設 備 使 用 料

為 替 差 益

雑 収 入

支 払 利 息

雑 損 失

経 常 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益

抱 合 せ 株 式 消 滅 差 益

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税
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３．株主資本等変動計算書 

 

 

 

４．個別注記表 

１）重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（１）有価証券の評価基準及び評価方法 

① 子会社株式及び関連会社株式 … 移動平均法による原価法 

 

② その他有価証券 

ｱ.時価のあるもの      … 期末日の市場価格に基づく時価法 

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、 

売却原価は移動平均法により算定） 

ｲ.時価のないもの      … 移動平均法による原価法 

 

（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法 

① 仕掛品           … 個別法による原価法 

                 （貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切 

下げの方法により算定） 

 

② 商品、貯蔵品        … 移動平均法による原価法 

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切 

下げの方法により算定） 

 

（３）固定資産の減価償却方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く）… 定額法 

    なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

    建物    …  ３～５０年 

    機械装置  …  ３～１５年 

 

② 無形固定資産（リース資産を除く） … 定額法 

   なお、ソフトウェアの主な耐用年数は次のとおりであります。 

自社利用目的のソフトウェア  … 社内における見込利用可能期間（３～８年）による定額法 

 

 

 

 

 　自  2025年   4月   1日
　　　　　至 平成22年3月31日 　至  2026年   3月  31日 （単位：千円）

　

評価・換算差額等

資本準備金 その他利益剰余金
繰越利益剰余

金

2025年4月1日残高 10,000,000 10,000,000 10,000,000 37,218,089 37,218,089 37,218,089 57,218,089 2,625,055 59,843,145

事業年度中の変動額

剰余金の配当 △ 2,058,400 △ 2,058,400 △ 2,058,400 △ 2,058,400 △ 2,058,400

9,602,219 9,602,219 9,602,219 9,602,219 9,602,219

△ 29,305 △ 29,305

事業年度中の変動額合計 - - - 7,543,819 7,543,819 7,543,819 7,543,819 △ 29,305 7,514,514

2026年3月31日残高 10,000,000 10,000,000 10,000,000 44,761,909 44,761,909 44,761,909 64,761,909 2,595,750 67,357,659

当期純利益

そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金

株主資本以外の項目
の事業年度中の変動
額(純額)

株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

純資産合計

株　　　　主　　　　資　　　　本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計
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③ リース資産 

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

 自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

 

（４）引当金の計上基準 

科目 計上基準 

① 貸倒引当金 

売上債権等の貸倒損失に備えるため一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に

回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

② 賞与引当金 
従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額のうち当事業

年度に対応する見積額を計上しております。 

③ 役員賞与引当金 
役員の賞与の支給に充てるため、支給見込額のうち当事業年

度に対応する見積額を計上しております。 

④ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、確定給付制度について、当

事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上して

おります。過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（１０年）による定額法により発

生年度より費用処理しております。数理計算上の差異は、各

事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（１０年）による定額法により按分した額を、発

生の翌事業年度から費用処理しております。 

⑤ 役員退職慰労引当金 

役員退職慰労金を役員の在任年数にわたり費用配分すること

で、期間損益の適正化及び財務体質の健全化を図るため、規

定に基づく当事業年度末時点での要支給額を引当計上してお

ります。 

なお、役員退職慰労金制度を廃止しており、当事業年度末の

役員退職慰労引当金残高は、制度廃止時に在任していた役員

に対する当社規定による支給予定額であり、支給時期はそれ

ぞれの役員の退任時としております。 
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（５）収益及び費用の計上基準 

当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及

び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであ

ります。 

 

①システム構築サービス 

システム企画、システム開発・構築、システムカスタマイズを行っております。 

義務の履行により他に転用できない資産が生じ、履行した部分につき実質的に支払いを

受ける権利があることから、一定の期間にわたり履行義務が充足されると判断し、履行義

務の充足に係る進捗度に基づき収益を認識しております。また、履行義務の充足に係る進

捗率の見積りの方法は、主として発生原価に基づくインプット法によっております。 

当事業年度における売上高は２０１，８２６，８４２千円であります。 

 

②システム保守運用サービス 

システムの保守、回線使用料等の専用線サービス、ネットワーク維持管理業務、データ

センター運用、セキュリティ監視業務、ＯＡサービス、顧客からの照会対応サービス、グ

ループ共同利用等システムのサービス提供を行っております。 

システム保守運用サービスについては、契約期間にわたり継続した一定のサービスを提

供するものであるため、時の経過に応じて履行義務が充足されると判断しており、役務を

提供する期間にわたり収益を認識しております。 

当事業年度における売上高は１１３，５００，５３２千円であります。 

 

③ハードウェア等の製品販売 

①に関連した端末等の製品調達及び販売を行っております。このような製品の販売につ

いては、製品を顧客に引き渡した時点又は顧客が検収した時点で収益を認識しております。 

なお、他の当事者によって製品が提供されるように当社が手配する取引については、当

社が代理人に該当するものと判断し、他の当事者が提供する製品と交換に受け取る額から

当該他の当事者に支払う額を控除した純額を収益として認識しております。 

当事業年度における売上高は３，２００千円であります。 

 

④コンサルティング・調査関連サービス 

顧客が制度やツールを設計・開発・構築する支援業務、経済動向等調査のレポート、各

種研修やセミナーを行っております。 

契約期間にわたり継続した一定のサービスを提供する契約については、時の経過に応じ

て履行義務が充足されると判断しており、役務を提供する期間にわたり収益を認識してお

ります。 

成果物等を顧客に提供するサービスとした契約については、引き渡した時点又は顧客が

検収した時点で収益を認識しております。 

当事業年度における売上高は１３，９１６，７４８千円であります。 

 

（６）その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

当社は、株式会社三井住友フィナンシャルグループを通算親会社とするグループ通算制

度を適用しております。 
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２）収益認識に関する注記 

収益を理解するための基礎となる情報は、１）重要な会計方針に係る事項に関する注記の

（５）収益及び費用の計上基準に記載のとおりであります。 

 

３）貸借対照表に関する注記 

（１）資産に係る減価償却累計額 

有形固定資産の減価償却累計額         56,191,881 千円 

なお、上記減価償却累計額には、減損損失累計額96,102千円を含んでおります。 

 

（２）保証債務 

社内貸付金制度による従業員の借入債務に対し、保証を行っております。 

㈱三井住友銀行         2,218千円（1件） 

 

（３）関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く） 

短期金銭債権         429,441 千円 

短期金銭債務         352,379 千円 

長期金銭債権        2,476,580 千円 

長期金銭債務          146,070 千円 

 

４）損益計算書に関する注記 

（１）棚卸資産の収益性の低下による簿価切下額（△は戻入額） 

売上原価         △3,177 千円 

 

（２）関係会社との取引高 

営業取引による取引高 

売上高         2,701,678 千円 

仕入高        10,968,199 千円 

販売費及び一般管理費       199,272 千円 

営業取引以外の取引による取引高         

受取配当金        186,938 千円 

設備使用料           1,574 千円 

支払利息          10,027 千円 

 

５）株主資本等変動計算書に関する注記 

（１）当事業年度末における発行済株式の種類及び株式数 

普通株式                200 千株 

 

（２）配当に関する事項 

配当金支払額 

決議 株式の種類 配当金の総額

(千円) 

１株当たり 

配当額(円) 

基準日 効力発生日 

2025年6月27日 

定時株主総会 

普通株式 
2,058,400 10,292 2025年3月31日 2025年6月27日 

計  2,058,400    
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６）税効果会計に関する注記 

（１）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

（２）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該

差異の原因となった主要な項目別内訳 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理 

当社は、グループ通算制度を適用しております。また、「グループ通算制度を適用する場合の

会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第４２号 ２０２１年８月１２日）に従って、

法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理並びに開示を行って

おります。 

 

 

 

 

 

 

       （単位：千円） 
 繰延税金資産             

   退職給付引当金     4,533,129 

   賞与引当金      2,768,342 

  関係会社株式評価損     455,089 

   減価償却超過額     319,482 

   投資有価証券評価損     202,750 

   資産除去債務      140,372 

   その他       403,889 

  繰延税金資産小計     8,823,058 

  評価性引当額       △ 723,352 

  繰延税金資産合計     8,099,705 

            

  繰延税金負債        

   その他有価証券評価差額金    934,924 
  固定資産等譲渡益調整（注）    12,616 

  繰延税金負債合計     947,541 

            

  繰延税金資産との相殺額      △ 947,541 

  差引：繰延税金資産の純額     7,152,164 

                    

（注）グループ法人税制に係る譲渡損益調整資産となります。 

 法定実効税率             30.62% 

  （調整）      

 抱合せ株式消滅差益     △ 20.54% 

 受取配当金等永久に益金に算入されない項目   △ 5.57% 

  賃上げ促進税制税額控除   △ 1.07% 

  税率変更    △ 0.95% 

  その他        0.53% 

  税効果会計適用後の法人税等の負担率   3.02%  
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７）リースにより使用する固定資産に関する注記 

（１）ファイナンス・リース取引（借手側） 

    ① 所有権移転ファイナンス・リース取引 

ａ．リース資産の主な内容 ：ソフトウェア 

ｂ．減価償却の方法    ：自己所有の固定資産と同一の方法 

 

② 所有権移転外ファイナンス・リース取引 

ａ．リース資産の主な内容 ：電算機、事務機器、ソフトウェア 

ｂ．減価償却の方法    ：リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法 

      

（２）オペレーティング・リース取引 

① 借手側 

          オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料                                  

（単位：千円） 

 １年以内 １年超 合計 

未経過リース料 3,829,480 10,943,287 14,772,768 

 

② 貸手側 

          オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料                                     

（単位：千円） 

 １年以内 １年超 合計 

未経過リース料 201,703 470,642 672,346 
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８）金融商品に関する注記 

（１）金融商品の状況に関する事項 

当社は資金運用については短期的な預金に限定し、関係会社や銀行等金融機関からの借

入により資金を調達しております。売掛金に係る顧客の信用リスクは、信用リスク管理規

則に沿ってリスク低減を図っております。また、投資有価証券は主として株式であり、上

場株式については毎月時価の把握を行っております。 

 

（２）金融商品の時価等に関する事項 

２０２６年３月３１日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、 

次のとおりであります。 

            （単位：千円） 

 貸借対照表計上額 時価 差額 

① 現金及び預金 10,579,034 10,579,034 - 

② 売掛金 38,086,859 38,086,859 - 

③ 有価証券及び投資有価証券 4,311,969 4,311,969 - 

④ 買掛金 30,190,608 30,190,608 - 

⑤ リース債務 5,862,775 5,789,338 73,437 

⑥ 短期借入金 17,600,000 17,600,000 - 

          

 

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項 

 

① 現金及び預金 

② 売掛金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額 

によっております。 

なお、金銭債権の決算日後の償還予定額は下記のとおりであります。 

（単位：千円） 

 1年以内 

現金及び預金 

売掛金 

10,579,034 

38,086,859 

合計 48,665,893 

 

③ 有価証券及び投資有価証券 

ａ．満期のあるその他有価証券の決算日後の償還予定額は下記のとおりであります。 

                （単位：千円） 

 1年以内 

有価証券 1,399 

有価証券は、元本についての償還予定額を記載しており、貸借対照表価額とは一致いた

しません。 

ｂ．投資有価証券の時価について、株式は市場価格によっております。 
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ｃ．当事業年度中に売却したその他有価証券は下記のとおりであります。 

（単位：千円） 

区分 売却額 売却益の合計額 売却損の合計額 

株式 15,746 3,542 - 

 

④ 買掛金 

これは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。 

 

⑤ リース債務 

これの時価については、元利金の合計額を、新規にリース取引を行った場合に想定される

利率で割り引いた現在価値により算定しております。 

  

なお、金銭債務の決算日後の返済予定額については下記のとおりであります。 

（単位：千円） 

 1年以内 
1年超～ 

2年以内 

2年超～ 

3年以内 

3年超～ 

4年以内 

4年超～ 

5年以内 
5年超～ 

買掛金 

リース債務 

30,190,608 

1,684,579 

- 

1,373,615 

- 

1,150,379 

- 

977,986 

- 

575,702 

- 

100,512 

合計 31,875,187 1,373,615 1,150,379 977,986 575,702 100,512 

 

⑥ 短期借入金 

これは短期間で返済する可能性があるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該

帳簿価額によっております。 

 

（注２）非上場株式（貸借対照表計上額 ６４７，４９０千円）は、市場価格がなく、かつ将来

キャッシュ・フローを見積ることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認

められるため、「③有価証券及び投資有価証券」には含めておりません。また、関係会

社株式（貸借対照表計上額 ６，１８１，１７０千円）についても上記と同様の理由か

ら時価開示の対象とはしておりません。 
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９）退職給付に関する注記 

 当社は、従業員の退職給付に充てるため、確定給付制度及び複数事業主により設立された企

業年金制度を採用しております。複数事業主による企業年金制度については、当社の拠出に対

応する年金資産の額を合理的に計算することができないため、当該年金制度への拠出額を退職

給付費用として処理しております。 

 なお、当事業年度末において入手可能な直近の財政決算に基づく、当該企業年金制度全体の

直近の積立状況及び制度全体の拠出等に占める当社の割合は次のとおりであります。 

 

（１）制度全体の積立状況に関する事項（２０２５年３月３１日現在） 

    （単位：千円） 

  

 

（２）制度全体に占める当社の加入員数割合（２０２５年３月３１日時点の現存加入員数） 

  

 

１０）資産除去債務に関する注記 

（１）資産除去債務の概要 

本社等事業所について、賃借期間終了時に原状回復する義務を有しているため、契

約及び法令上の義務に関して資産除去債務を計上しております。 

 

（２）資産除去債務の金額の算定方法 

使用見込期間を１５年と見積り、割引率は０．２０％から２．９３％を使用して資

産除去債務の金額を計算しております。 

 

（３）当事業年度における資産除去債務の総額の増減 

 

期首残高             1,933,662千円 

合併による増加額          221,464千円 

有形固定資産の取得に伴う増加額     6,185千円 

時の経過による調整額         20,665千円 

当事業年度末残高         2,181,978千円 

 

１１）持分法損益等に関する注記 

（単位：千円） 

関連会社に対する投資の金額 5,000,000 

持分法を適用した場合の投資の金額 17,813,812 

持分法を適用した場合の投資利益の金額 3,306,436 

 

 

第１年金 第２年金 合算
年金資産の額 262,157,769 14,102,827 276,260,597
年金財政上の給付債務の額 213,145,526 11,060,712 224,206,238
差引額 49,012,243 3,042,115 52,054,358

－%
第１年金 第２年金

2.72%
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１２）関連当事者情報 

（１） 関連当事者との取引 

① 親会社 

 

  取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注）価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して決定しております。 

 

② 兄弟会社 

 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注１） 価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して決定しております。 

（注２） 資金の借入における借入利率については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定して

おります。 

 

（単位：千円）

属　性 会社等の名称 所在地
資本金
又は

出資金

事業の
内容

議決権等の所
有

(被所有)割合

関連当事者
との関係

取引の内容
（注）

取引金額 科目 期末残高

情報関連売上 2,302,083 売掛金 341,978

オフィス等賃料 2,330,403 敷金 2,476,580

経営指導料 15,000 － －

㈱三井住友
フィナンシャルグループ

親会社

被持株会社
被所有

直接：100％
持株会社100,000

東京都
品川区

㈱日本総研ホールディン
グス

親会社

情報処理運用
受託

被所有
間接：100％

金融持株会社2,346,888,095
東京都

千代田区

（単位：千円）

属　性 会社等の名称 所在地
資本金
又は
出資金

事業の
内容

議決権等の所有
(被所有)割合

関連当事者
との関係

取引の内容
（注1）

取引金額 科目 期末残高

売掛金 19,166,115

契約負債 8,184,662

短期の借入（注2） 10,100,000
短期借入金
（注2）

17,600,000

支払利息（注2） 124,509

親会社の
子会社

三井住友カード㈱
東京都
江東区

34,000,003 クレジットカード業務 － 情報処理運用受託 情報関連売上 69,164,656 売掛金 6,807,592

親会社の
子会社

SMBCコンシューマファ
イナンス㈱

東京都
江東区

140,737,694 貸金業・保証業 － 情報処理運用受託 情報関連売上 17,423,783 売掛金 1,606,240

親会社の
子会社

㈱三井住友銀行
東京都
千代田区

1,771,093,148 銀行業 － 情報処理運用受託

情報関連売上 206,503,174



13 

（２）親会社及び重要な関連会社に関する情報 

① 親会社情報 

      株式会社日本総研ホールディングス 

株式会社三井住友フィナンシャルグループ（東京証券取引所、名古屋証券取引所、ニュー

ヨーク証券取引所に上場） 

 

② 重要な関連会社の要約財務情報 

    当事業年度において、重要な関連会社は㈱ＪＳＯＬであり、その要約財務情報は以下のと 

おりであります。 

   

     

  

１３）１株当たり情報に関する注記 

１株当たり純資産額      336,788円 29銭 

１株当たり当期純利益      48,011円  9銭 

 

１４）企業結合等に関する注記 

   共通支配下の取引等 

    当社は、２０２５年７月１日開催の取締役会において、２０２５年１０月１日を効力発生日と

して、存続会社を当社、消滅会社を当社の完全子会社である株式会社日本総研情報サービス（以

下「ＪＡＩＳ」という。）とする吸収合併を行うことを決議しております。当決議に基づき２０

２５年７月７日付で合併契約を締結の上、２０２５年１０月１日付で存続会社を当社、消滅会社

をＪＡＩＳとする吸収合併を行いました。 

 

（１）取引の概要 

① 目的 

これまで日本総研グループでは、当社がシステム開発を、１００％子会社であるＪＡＩＳが

運用を担い、ＳＭＢＣグループ各社にＩＴサービスを提供してまいりました。 

 急速なデジタル化の進展により、安定した金融サービスの提供がより重要となる中、本合併

により、開発機能と運用機能の一体運営体制が実現し、プロセス全体が連携・効率化されるこ

とで、先進的なＩＴサービスの迅速な提供やレジリエンスのさらなる強化が可能となります。

また、ブランドを統一し、認知度向上を図ることによって、採用競争が激しさを増すＩＴ人材

の獲得を強化しながら、開発・運用に必要な人材を育成してまいります。 

 

② 結合当事企業の名称及び当該事業の内容 

a. 結合企業 

    名称： 株式会社日本総合研究所 

    事業の内容： システム開発・情報処理業、コンサルティング業、シンクタンク業 

流 動 資 産 合 計 35,434,632 千円
固 定 資 産 合 計 23,797,717 千円

流 動 負 債 合 計 17,875,517 千円
固 定 負 債 合 計 5,737,964 千円

純 資 産 合 計 35,618,868 千円

売 上 高 61,310,307 千円
税引前当期純利益 8,762,606 千円
当 期 純 利 益 6,612,873 千円
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   b. 被結合企業 

     名称： 株式会社日本総研情報サービス 

     事業の内容： コンピューターのデータ処理および運行管理の受託 

 

③ 企業結合日 

２０２５年１０月１日 

 

④ 企業結合の法的形式 

当社を吸収合併存続会社とし、ＪＡＩＳを吸収合併消滅会社とする吸収合併 

 

⑤ 結合後企業の名称 

株式会社日本総合研究所 

 

⑥ 企業結合にかかる割当ての内容 

ＪＡＩＳは、当社の完全子会社であるため、本合併による株式その他の金銭等の割当ておよ

び交付は行いません。 

 

（２）実施した会計処理の概要 

当該取引は、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第２１号 ２０１９年１月１６

日改正）及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準

適用指針第１０号 ２０２４年９月１３日改正）に基づき、共通支配下の取引として処理して

おります。 

 

１５）重要な後発事象に関する注記 

   企業結合 

    当社は、２０２５年１２月２５日開催の取締役会において、２０２６年４月１日を効力発生日と

して、存続会社を当社、消滅会社を当社の完全親会社である株式会社日本総研ホールディングス

（以下ＪＲＩＨＤという。）及び兄弟会社である日興システムソリューションズ株式会社（以下Ｎ

ＫＳＯＬという。）とする組織再編（吸収合併）を行うことを決議し、実施いたしました。 

 

（１）取引の概要 

① 目的 

急速に進展するデジタル化や人材獲得競争の激化を背景に、ＳＭＢＣグループでは、ＩＴ機能

の持続的な成長や長期的な価値向上を目的として、２０２４年４月１日にＪＲＩＨＤを設立し、

ＳＭＢＣグループの中核ＩＴ会社である当社・ＮＫＳＯＬの組織的協働体制を構築し、新たな

サービスの創出や、ビジネスのソリューション強化と生産性向上等に取り組んでまいりました。 

 両社の協働が着実に進展していることを踏まえ、ＩＴ機能の持続的な成長や長期的な価値向上

をより一層加速させていくことを狙いとし、ＪＲＩＨＤ、当社、ＮＫＳＯＬの再編を行うことと

いたしました。 

 

   ② 結合当事企業の名称及び当該事業の内容 

a. 結合企業 

      名称： 株式会社日本総合研究所 

      事業の内容： システム開発・情報処理業、コンサルティング業、シンクタンク業 

 

    b. 被結合企業 

      名称： 株式会社日本総研ホールディングス 

      事業の内容： 経営管理業 
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ｃ.  被結合企業 

      名称： 日興システムソリューションズ株式会社 

      事業の内容： システム開発・情報処理業 

 

③ 企業結合日 

  ２０２６年４月１日 

 

④ 企業結合の法的形式 

当社を存続会社とし、ＪＲＩＨＤ及びＮＫＳＯＬを消滅会社とする組織再編（吸収合併） 

 

     ⑤ 結合後企業の名称 

     株式会社日本総合研究所 

 

⑥ 企業結合にかかる割当ての内容 

被結合企業であるＪＲＩＨＤの普通株式１株につき、当社の普通株式１００株を割当て交付

し、契約に基づき当社の資本金の額を１００，０００千円、資本準備金を２５，０００千円、

それぞれ増加させております。一方、被結合企業であるＮＫＳＯＬについては、ＪＲＩＨＤの

完全子会社間で行われる承継のため、株式の割当て及びその他の対価の交付は行われません。 

 

（２）実施した会計処理の概要 

当該取引は、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第２１号 ２０１９年１月１６

日改正）及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準

適用指針第１０号 ２０２４年９月１３日改正）に基づき、共通支配下の取引として処理いた

します。 

 

 

 

                                         以 上 


